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はじめに

令和５年１２月に国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）から「日本の地

域別将来推計人口（令和５年推計）」が公表され、この推計によると、２０４０（令和２２）年

における本市の人口は２７，７１９人、２０６０（令和４２）年は１８，０７８人と推計され、

本市の人口減少は厳しい状況が続いている。

そこで、令和２年３月に策定した「第２期吉野川市まち･ひと･しごと創生総合戦略」の計画

期間が令和６年度末で満了することに伴い、令和７年度から令和１０年度までの４年間を計画

期間とする「第３期吉野川市まち･ひと･しごと創生総合戦略」を新たに策定するに当たり、第

２期期間中の人口動向を把握し、将来推計人口を見直し、人口の将来展望について整理する必

要があることから、新たに公表された最新の各種統計調査結果等に基づき吉野川市人口ビジョ

ン（以下「人口ビジョン」という。）の改訂を行う。

改訂の内容

(１) 人口動向の追加

令和２年３月の人口ビジョン改訂以降の人口動向を追加し、再分析を行った。

(２) 各種統計調査結果等の更新

令和２年の国勢調査をはじめ、公表されている最新の各種統計調査結果等に基づき更新

を行った。

(３) 将来推計人口の見直し

社人研から令和５年１２月に公表された「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」

を基に、本市の将来推計人口の再推計を行った。
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第１章 人口ビジョンの策定にあたって

１ 人口ビジョンの位置付け

人口ビジョンは、本市における人口の現状を分析した上で、市民と人口減少問題に関する認

識を共有するとともに、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を提示するものである。

また、同時に策定する「第３期吉野川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「総合戦略」

という。）において、まち・ひと・しごと創生の実現に向けた効果的な施策を企画立案する上で

の基礎となるものと位置付け、整合性を保ったものとする。

２ 対象期間

人口ビジョンの対象期間は、長期的な視野に立った展望を行うため、国の長期ビジョンの期

間（２０６０（令和４２）年）とする。なお、国の方針転換や、今後の本市における住宅開発

等の影響、社会経済動向の変化など、人口に大きな影響を与える要因があった場合などにおい

ては、適宜見直しを行うものとする。

３ 人口ビジョンの全体構成

人口ビジョンの全体構成は、以下のとおりである。

人口の現状分析

ア 人口動向分析
・総人口、年齢区分別人口

・自然動態、社会動態 等

イ 将来推計人口と分析
・出生率、移動率などの仮定

・自然増、社会増の影響度分析 等

人口の将来展望

ア 目指すべき将来の方向
・基本方針

イ 将来人口の展望
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第２章 人口の現状分析

１ 人口動向分析

（１）人口の推移

本市の人口は、１９８５（昭和６０）年の４９，３０２人をピークにゆるやかに減少が続い

た後、１９９５（平成７）年以降はさらに減少傾向にあり、２０２０（令和２）年は３８，７

７２人となっている。社人研の推計では、今後も減少傾向が続き、２０４０（令和２２）年に

は２７，７１９人に、２０６０（令和４２）年には１８，０７８人まで減少する見込みとなっ

ている。

生産年齢人口（１５～６４歳）は、１９８０（昭和５５）年の３２，２０３人をピークに減

少を続け、２０２０（令和２）年には１９，９９１人となっている。社人研の推計では、今後、

減少傾向はさらに強まり、２０４０（令和２２）年には１２，７５０人に、２０６０（令和４

２）年には７，３４０人まで減少する見込みとなっている。

年少人口（０～１４歳）も、１９８０（昭和５５）年の９，８７８人をピークに減少を続け、

２０２０（令和２）年には３，９５４人となっている。社人研の推計では、生産年齢人口と同

様、今後も減少傾向が続き、２０４０（令和２２）年には２，０４９人に、２０６０（令和４

２）年には１，１８１人まで減少する見込みとなっている。

一方、老年人口（６５歳以上）は増加傾向にあり、１９９５（平成７）年には１０，６０９

人と１０，０００人を突破し、その後も増加を続け、２０２０（令和２）年には１４，８２７

人となっている。社人研の推計では、２０２５（令和７）年には１４，５６５人と減少に転じ、

２０４０（令和２２）年には１２，９２０人に、２０６０（令和４２）年には９，５５７人ま

で減少する見込みとなっている。

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
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■人口ピラミッド
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資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
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◇「人口減少・超高齢社会」の到来が現実のものとなる。
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（２）自然増減と社会増減の推移

自然増減（出生数－死亡数）をみると、１９９０（平成２）年までは出生数が死亡数を上回

っていたが、以降は死亡数が出生数を上回り、自然減となっている。

社会増減（転入数－転出数）については、転入数が減少傾向にある中で、１９９０（平成２）

年から１９９５（平成７）年にかけては転入数が増加し、１９９５（平成７）年には転入数が

転出数を上回った。しかし、以降は転入数が再び減少し、社会減となっている。

自然増減、社会増減ともに減少傾向が続いており、１９８５（昭和６０）年以降の総人口の

減少に影響していると考えられる。

■出生・死亡数、転入・転出数の推移

資料：国勢調査、人口動態調査及び徳島県人口移動調査
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◇「出生数」は減少傾向、「死亡数」は 1985 年以降増加傾向となっている。また、

1990 年以降「死亡数」が「出生数」を上回っており「自然減」が拡大している。

◇「転入数」「転出数」ともに減少している中、転出超過傾向が続いているため、

「社会減」が拡大している。
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（３）自然動態の状況

① 出生数の推移及び比較（徳島県・吉野川市）

出生数の推移をみると、２０１２（平成２４）年まで減少が続き、２０１３（平成２５）年

から増加に転じたものの、２０１６（平成２８）年から再び減少するなど、総じて減少傾向を

示している。県においても総じて減少傾向を示している。

■出生数の推移及び比較

② 出生率の推移及び比較（国・徳島県・吉野川市）

出生率の推移をみると、２０１３（平成２５）年から２０１６（平成２８）年にかけて向上

したものの、２０１７（平成２９）年から再び減少するなど、依然、国や県より低い値で推移

している。また、国や県においては緩やかな下降線を示している。
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資料：徳島県人口移動調査

資料：厚生労働省人口動態統計、徳島県人口移動調査

※ 出生率とは一定人口に対するその年の出生数の割合をいう。本資料では人口 1,000 人あたりにおける出生数を指す。
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③ 合計特殊出生率の推移及び比較（国・徳島県・吉野川市）

合計特殊出生率（１５～４９歳までの女性の年齢別出生率の合計）の推移をみると、ゆるや

かな増加傾向にある中、近年の吉野川市の合計特殊出生率は国より高くなったものの、依然と

して低位で推移している。

■合計特殊出生率の推移及び比較（５ヵ年の平均値）
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資料：住民基本台帳（各年４月１日時点）

資料：厚生労働省 人口動態保健所・市区町村別統計
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（５）社会動態の状況

① 社会動態の推移

１９８０（昭和５５）年から２０２０（令和２）年の社会動態の推移をみると、２０００（平

成１２）年から２００５（平成１７）年にかけては転入者数が上回っているものの、その他の

年においては転出者数が上回っている。

１０歳階級別にみると、１０～１９歳→１５～２４歳の転出者数が突出しており、その他の

年齢層の転入者数を上回っている年が多いため、全体として転出超過になっている。

資料：国勢調査
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◇「進学や就職」を契機とする「転出超過」が続いている。
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② 性別・年齢階級別の人口推移の状況

２０１５（平成２７）年から２０２０（令和２）年にかけて、性別・年齢階級別の人口推移

の状況をみると、男女ともに０～４歳→５～９歳は増加しているが、１０～１４歳→１５～

１９歳では男女合わせて２２０人、１５～１９歳→２０～２４歳では男女合わせて４２０人減

少している。いずれも女性より男性の転出者数が多くなっているが、その差は４０人に満たな

い。大学等への進学や就職に伴い、男女問わず若者が市外に転出していることがわかる。

その後、３０～３４歳→３５～３９歳以降は転入者数が転出者数を上回っている傾向がある

ことがわかる。
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■２０１５（平成２７）年から２０２０（令和２）年にかけての年齢階級別人口推移

男性 女性 総数

◇男性・女性ともに「進学」や「就職」の時期に転出超過の幅が大きくなっている。

◇男性・女性ともに“３５歳以降は転入超過”傾向にある。

資料：国勢調査
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（６）地域間の人口移動の状況

① 県外・県内近隣市町村への人口移動の状況（2023（令和５）年）

県内近隣市町村における主な転入元と転出先をみると、転入・転出者数ともに徳島市が最も

多くなっており、次いで阿波市となっている。徳島市は転出者数が転入者数を大きく上回って

いるが、他の市町では転入者数と転出者数に大きな差異は出ていない。

■県外・県内近隣市町村への人口移動図（２０２３（令和５）年）

■県外・県内近隣市町村への人口移動表（２０１４（平成２６）年～２０２３（令和５）年）

阿波市： 0人 

県外： 7人 527人 99人 99人 37人 藍住町： -1人 

520人 36人 

61人 46人 

美馬市： 27人 石井町： 3人 

34人 　常住者： 36,720人 49人 

　転入者： 1,088人 236人 

　転出者： 1,132人 徳島市： -66人 

170人 

吉野川市

（単位：人）

流入 流出 流入 流出 流入 流出 流入 流出 流入 流出 流入 流出

2014年 198 256 108 111 79 59 72 68 28 37 438 474 

2015年 197 262 129 132 65 64 59 86 16 44 405 473 

2016年 148 228 121 98 48 52 58 61 22 25 414 423 

2017年 189 226 141 107 41 52 49 77 19 33 400 505 

2018年 176 250 107 78 54 46 73 62 25 42 433 483 

2019年 176 193 137 105 62 57 29 76 13 13 439 489 

2020年 131 213 101 82 74 24 36 60 23 45 342 445 

2021年 154 240 107 96 53 64 41 63 34 50 391 449 

2022年 163 219 65 100 52 37 48 68 21 36 483 463 

2023年 170 236 99 99 61 34 49 46 36 37 527 520 

徳島市 阿波市 美馬市 石井町 藍住町 県外

資料：徳島県人口移動調査

資料：徳島県人口移動調査
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② 経年的地域ブロック別人口移動

経年的に地域ブロック別の人口移動の状況についてみると、県外へは「東京都」、「大阪府」、

「兵庫県」、「香川県」が本市の主要な転出先となっている。また、県内では「徳島市」、「阿波

市」、「美馬市」、「石井町」、「藍住町」が本市の主要な転出先となっている。

経年変化でみると、転入・転出超過数は減少傾向となっている。

■地域ブロック別の人口移動の状況

　　　　 

資料：徳島県人口移動調査

※ 各年度ともに、「その他」以外は、転入・転出の上位を表示

大阪府 68人 
香川県 44人 

東京都 42人 

兵庫県 40人 

その他 316人 
徳島県 602人

徳島市 219人 

阿波市 100人 

石井町 68人 

美馬市 37人 
藍住町 36人 

その他 142人 

【2022年】 転出 1,112人

香川県 59人 

大阪府 56人 

愛媛県 37人 

兵庫県 33人 

その他 223人 

徳島県 534人

徳島市 154人 

阿波市 107人 

美馬市 53人 

石井町 41人 

藍住町 34人 

その他 145人 

【2021年】 転入 942人

大阪府 60人 

香川県 39人 
兵庫県 35人 

東京都 26人 

その他 328人 
徳島県 492人

徳島市 163人 

阿波市 65人 

美馬市 52人 

石井町 52人 

藍住町 21人 

その他 139人 

【2022年】 転入 980人

香川県 60人 
大阪府 55人 

東京都 32人 

兵庫県 28人 

その他 355人 
徳島県 558人

徳島市 170人 

阿波市 99人 

美馬市 61人 

石井町 49人 

藍住町 36人 

その他 143人 

【2023年】 転入 1,088人

香川県 60人 

大阪府 53人 

東京都 41人 

兵庫県 41人 

その他 288人 
徳島県 686人

徳島市 240人 

阿波市 96人 

美馬市 64人 

石井町 63人 

藍住町 50人 

その他 173人 

【2021年】 転出 1,169人

大阪府 73人 
兵庫県 59人 

香川県 50人 

東京都 45人 

その他 319人 

徳島県 586人

徳島市 236人 

阿波市 99人 

石井町 46人 
藍住町 37人 
美馬市 34人 

その他 134人 

【2023年】 転出 1,132人
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２ 将来人口の推計と分析

社人研から「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」が公表された。

（１）将来推計人口（国提供のワークシートによる）

社人研の推計による吉野川市の 2040（令和 22）年の総人口は約 28,000 人、2060（令和 42）

年の総人口は約 18,000 人となっている。

38,772 

35,582 

32,931 

30,323 

27,719 

25,114 

22,632 

20,294 

18,078 

15,959 

13,941 

10,000人

15,000人

20,000人

25,000人

30,000人

35,000人

40,000人

45,000人

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年

■社人研による吉野川市の将来推計人口の推移
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（２）人口減少段階

人口減少は、一般的に、次の３段階を経て進行するとされている。

本市の「人口減少段階」の区分は、年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～６４歳）、

老年人口（６５歳以上）のすべてにおいて減少する「第３段階」に該当する。

また、２０２０（令和２）年の人口を１００とした場合の２０５０（令和３２）年の人口を

指数化した数値と、５年前の２０１５（平成２７）年の人口を１００とした場合の２０４５（令

和２７）年の人口を指数化した数値を比較してみると、生産年齢人口の指数は同数となったも

の、その他の区分では指数が減少していることから、さらに人口減少が進んでいるといえる。

■市の人口減少段階

日本の地域別将来推計人口（平成３０年推計）の数値

年少人口

生産年齢人口

老年人口

計 －

日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）の数値

年少人口

生産年齢人口

老年人口

計 －

4,435人 1,986人 45 

22,602人 10,734人 47 

14,429人 12,563人 87 

41,466人 25,283人 61 

3,954人 1,628人 41 

19,991人 9,447人 47 

14,827人 11,557人 78 

38,772人 22,632人 58 

２０１５年

（平成２７年）

２０４５年

（令和２７年）

2015年を100とした

場合の2045年の指数
人口減少段階

第３段階

２０２０年

（令和２年）

２０５０年

（令和３２年）

2020年を100とした

場合の2050年の指数
人口減少段階

第３段階

○ 第１段階 ： 老年人口の増加、年少人口及び生産年齢人口の減少

○ 第２段階 ： 老年人口の維持・微減、年少人口及び生産年齢人口の減少

○ 第３段階 ： 老年人口、年少人口及び生産年齢人口の減少

◇本市では、「人口減少段階」において、「第３段階」に該当する。

◇何も対策を講じなければ、2050（令和 32）年には、人口が約６割に

減少する。
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（３）将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析

〇シミュレーションの概要

社人研の推計をベースに以下の２つのシミュレーションを行う。

〇人口推計シミュレーション（国提供ワークシートによる）

２０４０（令和２２）年の推計人口は、社人研推計の約２７，７００人に対し、シミュレー

ション１では約１，１００人多い約２８，８００人、シミュレーション２では約１，３００人

多い約２９，０００人となっている。

また、２０６０（令和４２）年の推計人口は、社人研推計の約１８，１００人に対し、シミ

ュレーション１では約２，０００人多い約２０，１００人、シミュレーション２では約３，８

００人多い約２１，９００人となっている。

シミュレーション１

合計特殊出生率が２０４０（令和２２）年までに「２．０７（人口

置換水準（人口が増えもせず減りもせず一定となる出生の水準））」

まで上昇すると仮定した場合

シミュレーション２

合計特殊出生率が２０４０（令和２２）年までに「２．０７（人口

置換水準）」まで上昇し、かつ、転入転出が２０４０（令和２２）年

以降「均衡（社会増減ゼロ）」すると仮定した場合
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〇自然増減、社会増減の影響度

社人研推計とシミュレーション１の比較により、将来人口に及ぼす出生の影響度（自然増減

の影響度）を分析する。

シミュレーション１とシミュレーション２の比較により、将来人口に及ぼす移動の影響度（社

会増減の影響度）を分析する。

■「自然増減の影響度」

シミュレーション１の２０６０（令和４２）年の総人口／社人研推計の２０６０（令和４２）

年の総人口の数値に応じて５段階に整理

「１」＝１００％未満、 「２」＝１００～１０５％、 「３」＝１０５～１１０％

「４」＝１１０～１１５％、 「５」＝１１５％以上の増加

■「社会増減の影響度」

シミュレーション２の２０６０（令和４２）年の総人口／シミュレーション１の２０６０（令

和４２）年の総人口の数値に応じて５段階に整理

「１」＝１００％未満、 「２」＝１００～１１０％、 「３」＝１１０～１２０％

「４」＝１２０～１３０％、 「５」＝１３０％以上の増加

■自然増減、社会増減の影響度

本市の将来人口に及ぼす影響は、自然増減の影響度が４（１１０～１１５％）、社会増減の影

響度が２（１００～１１０％）となり、社会増減の影響度より自然増減の影響が大きい結果と

なっている。

分類 計算方法 影響度

自然増減

の影響度

・シミュレーション１の 2060（令和 42）年推計人口 ＝ 20,129（人）

・社人研の 2060（令和 42）年推計人口 ＝ 18,078（人）

⇒ 20,129（人）／18,078（人） ＝ 111.3％

111.3%

影響度４

社会増減

の影響度

・シミュレーション２の 2060（令和 42）年推計人口 ＝ 21,941（人）

・シミュレーション１の 2060（令和 42）年推計人口 ＝ 20,129（人）

⇒ 21,941（人）／20,129（人） ＝ 109.0％

109.0%

影響度２
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〇人口構造及び人口増減率

〇老年人口比率の変化

■2020（令和２）年と2060（令和42）年の年齢３区分別人口増減率 （単位：人）

※ 年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）、老年人口（65歳以上）、若年女性人口（15～39歳女性）

年少人口 生産年齢人口 老年人口

2020年  現状値 38,772 3,954 19,991 14,827 3,783 

 社人研推計 18,078 1,181 7,340 9,557 1,218 

 シミュレーション１ 20,129 2,187 8,385 9,557 1,742 

 シミュレーション２ 21,941 2,741 9,937 9,263 2,397 

年少人口 生産年齢人口 老年人口

 社人研推計 -53.4% -70.1% -63.3% -35.5% -67.8%

 シミュレーション１ -48.1% -44.7% -58.1% -35.5% -54.0%

 シミュレーション２ -43.4% -30.7% -50.3% -37.5% -36.6%

総人口
うち

若年女性人口

2060年

総人口
うち

若年女性人口

2060年

■ 2020（令和２）年から2060（令和42）年までの総人口・年齢３区分別人口比率

※ 年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）、老年人口（65歳以上）

区分 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

 総人口（人） 38,772 35,582 32,931 30,323 27,719 25,114 22,632 20,294 18,078 

 年少人口 10.2% 9.3% 8.2% 7.5% 7.4% 7.4% 7.2% 6.9% 6.5% 

 生産年齢人口 51.6% 49.8% 49.3% 48.5% 46.0% 43.8% 41.7% 40.7% 40.6% 

 老年人口 38.2% 40.9% 42.6% 44.0% 46.6% 48.8% 51.1% 52.4% 52.9% 

 総人口（人） 38,772 35,724 33,306 31,012 28,774 26,470 24,246 22,128 20,129 

 年少人口 10.2% 9.6% 9.2% 9.5% 10.3% 10.9% 11.2% 10.9% 10.9% 

 生産年齢人口 51.6% 49.6% 48.7% 47.4% 44.8% 42.8% 41.2% 41.0% 41.7% 

 老年人口 38.2% 40.8% 42.1% 43.0% 44.9% 46.3% 47.7% 48.0% 47.5% 

 総人口（人） 38,772 35,724 33,306 31,012 29,028 27,012 25,142 23,444 21,941 

 年少人口 10.2% 9.6% 9.2% 9.5% 10.2% 10.9% 11.6% 12.0% 12.5% 

 生産年齢人口 51.6% 49.6% 48.7% 47.4% 45.3% 43.9% 42.9% 43.7% 45.3% 

 老年人口 38.2% 40.8% 42.1% 43.0% 44.6% 45.2% 45.4% 44.3% 42.2% 

 社人研推計

 シミュレーション１

 シミュレーション２

◇本市の将来人口に及ぼす影響は、「自然増減の影響」及び「社会増減の影響」

どちらも影響が大きく、自然増・社会増の双方を見据えた対策を講じる必要

がある。
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第３章 人口の将来展望

１ 目指すべき将来の方向（基本方針）

人口減少を克服し、活力ある吉野川市を今後も維持するため、本市が目標すべき将来の方向

として、次の３つの基本方針を定めることとする。

基本方針① ⇒「若い世代の就労・結婚・子育ての希望実現」

基本方針② ⇒「転出抑制と転入増加への挑戦」

基本方針③ ⇒「地域の特性を活かした課題解決と地域社会の形成」

◇人口減少を克服し、将来にわたって安定した人口構造を維持していくため、若

い世代が本市で安心して就労し、結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる

ことができる社会を実現する。

◇人口減少に伴う地域の変化に柔軟に対応しつつ、地域の特性を活かした地域資

源を最大限利用し、地域が直面する課題の解決を図り、いつまでも安全で安心

して暮らし続けることができる持続可能な地域社会を形成する。

◇本市に住み、働き、豊かな生活を送りたい人を増やすとともに、シティプロモ

ーション活動等を展開し、ＵＩＪターン者の受け入れを促進させるなど、転出

抑制と転入増加により、人口規模の確保を図る。

また、関係人口増加に向け、県外在住者とのつながりづくりも推進する。
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２ 将来人口の展望

これまでの人口の現状分析や各種調査分析結果をふまえ、また基本方針の実現による人口の

将来展望は次のとおりである。

【パターン別の概要】

パターン１

社人研推計準拠をベースに、

・合計特殊出生率が２０４０（令和２２）年までに「２．０７（人口置換水準（人口が増え

もせず減りもせず一定となる出生の水準））」まで等間隔で上昇し、以降は「２．０７」で

継続する

・社会増減が２０３５（令和１７）年以降「均衡」となる

パターン２

社人研推計準拠をベースに、

・合計特殊出生率が２０５０（令和３２）年までに「２．０７（人口置換水準（人口が増え

もせず減りもせず一定となる出生の水準））」まで等間隔で上昇し、以降は「２．０７」で

継続する

・社会増減が２０３５（令和１７）年以降「均衡」となる

パターン３

社人研推計準拠をベースに、

・合計特殊出生率が２０４０（令和２２）年までに「１．８０（希望出生率（若い世代の結

婚や出産の希望がかなったときの出生率の水準））」まで等間隔で上昇し、以降は「１．８

０」で継続する

・社会増減が２０３５（令和１７）年以降「均衡」となる

パターン４

社人研推計準拠をベースに、

・合計特殊出生率が２０５０（令和３２）年までに「１．８０（希望出生率（若い世代の結

婚や出産の希望がかなったときの出生率の水準））」まで等間隔で上昇し、以降は「１．８

０」で継続する

・社会増減が２０３５（令和１７）年以降「均衡」となる

パターン５

社人研推計準拠をベースに、

・合計特殊出生率が２０４０（令和２２）年までに「１．５０（徳島県の合計特殊出生率（平

成２５年から平成２９年の５ヵ年の平均値））」まで等間隔で上昇し、以降は「１．５０」

で継続する

・社会増減が２０３５（令和１７）年以降「均衡」となる

パターン６

社人研推計準拠をベースに、

・合計特殊出生率が２０５０（令和３２）年までに「１．５０（徳島県の合計特殊出生率（平

成２５年から平成２９年の５ヵ年の平均値））」まで等間隔で上昇し、以降は「１．５０」

で継続する

・社会増減が２０３５（令和１７）年以降「均衡」となる
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■吉野川市人口将来展望

【吉野川市の目標人口】

国、県が示す長期ビジョンをふまえ、中長期的な人口の展望として、２０４０（令和２２）

年に２８，６００人～２９，３００人、２０６０（令和４２）年に２０，６００人～２２，

５００人の人口規模を維持するとともに、人口構造の若返りを目指す。

2040年に 28,600人～29,300 人の人口維持を目指す！

2060年に 20,600人～22,500 人の人口維持を目指す！
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